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一　はじめに
　わが国では平成17（2005）年に商法が改正され，「会社法」が正式に制定されると
いう法制度上の大きな改革があり，それを巡って様々な動きがここ数年続いている
ところである１）。とりわけ，企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility，以
下 CSR ともいう）・企業倫理というテーマについてはかなり以前から，多くの議論
が行われてきているが，最近ますますクローズ・アップされるようになっている。
実際，わが国の大企業の多くは自社のホームページなどで CSR 活動について，環
境や社会的貢献，消費者，労働者，地域社会，投資家などに配慮していることを積
極的にアピールしている。CSR の委員会の設置や CSR 報告書の作成と公表，外部
からの評価や表彰，格付けへの反映といった取り組みも盛んである。今や CSR は
企業の持続ないし永続可能性（サステナビリティ）や社会的存在にとって不可欠な
要素になっており，会社法上の CSR に関する検討も様々な形で議論されるように
なっている２）。また，大企業に限らず中小企業においても「市民社会」の成熟とと
もに，その活動においてビジネス倫理やモラルの維持と向上に敏感にならざるをえ
なくなっている。これは世界的な傾向や，国内でも環境問題や企業の不祥事の発生
等による近時の社会的な意識の変化が大きく影響しているものと思われる。
　そうした社会的責任論ないし企業倫理に関する活動や規制は，企業自身による自
発的なものから法的な強制力を持った内容まで含んでおり，かなり多義的なもので
あるが，社会の多様な利害関係者に対する企業の責任ないし健全性・コンプライア
ンス（種々の法令遵守）の確保を意味し，そうした点が企業自身と国民経済社会に
とってきわめて重要であることは言うまでもない。関連する法制度の改正や企業の
不祥事ないし社会的問題も多く発生している。そうした状況も踏まえて企業の倫
理・社会的責任という観点から，会社法上の規制内容，最近の改正状況，その種々
の課題等について改めて概観し，その内容を検討してみたい。
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二　企業倫理・社会的責任（CSR）を巡る議論とその歴史的経緯
　１．企業の社会的責任とコーポレート・ガバナンス（企業統治）・コンプライア
ンス（法令遵守）
　企業の経済活動については，活動の自由と倫理・社会的責任のバランスが重要に
なる。そうした均衡ないし社会的要請は当然，企業の規模・業種によっても異なっ
てくる。大規模な会社では利害関係者が増えることから，社会的な責任は大きくな
る。企業に関する基本的な法制度は，会社法のほかにも金融商品取引法（旧・証券
取引法）があり，金融商品取引法は証券市場の上場会社に厳しい情報公開制度等を
整備している。
　他方，会社の倫理・社会的責任について，日本においては会社法と金融商品取引
法「以外」の法制度も重要になる。例えば，「労働者」保護については労働基準法
等の法制度があり，「消費者」保護については独占禁止法・消費者契約法・製造物
責任法（PL 法）等の法制度があり，「環境」保護については環境法があり，会社内
部の不正について内部通報者を保護する制度も最近整備されている。これらの法律
もまた会社法と金融商品取引法以外の側面と併せて会社の活動に対して，トータル
にチェック機能を担っている。
　このうち会社法は出資者である株主と会社債権者の保護を中心としつつ，一方，
金融商品取引法では公正な証券市場のルールの構築が中心であり，その中で参加者
である投資者の保護が促進される。そして，双方の法律が相俟って，コーポレー
ト・ガバナンス（企業統治）における経営者へのチェック・システムが強化されて
いるものと見ることができる３）。
　２．従来の商法改正における議論──長い議論の蓄積
　わが国において企業の社会的責任が少しずつ論じられるようになったのはおよそ
昭和25年へと遡り，長い議論の蓄積がある。そして，商法，特にその中心である会
社法の制度において，企業の社会的責任という問題が特に正面から論じられるよう
になったのは，およそ昭和35年前後と見られる４）。大企業の不正会計・粉飾決算問
題が発生し，商法改正のテーマとして取り上げられたのである。その後も企業に関
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係する問題が発覚するごとに社会的責任論は徐々に広がり，商法改正の際にたびた
び取り上げられるようになってくる。
　とはいえ，社会的責任という言葉の曖昧さから，企業の社会的責任に関しては直
接の一般的規定を商法・会社法の中に設けるのではなく，商法の個別的規定を充実
することにより達成する目的であるという見解が増え，今日に至っている。社会的
責任という抽象的な規定を設けることへの批判ないし疑問も多く提起されたのであ
る。もっとも，現在でも企業の社会的責任に関する規定を会社法に規定すべきとい
う見解も有力に唱えられており，規定を設ける意義があるのではないかという点に
は一定の説得力もある５）。
　そうしたことから，社会的責任という言葉は会社法に直接規定されてはいないも
のの，会社法等の各種の規定の中で法令遵守が強く求められていると解する見解が
多いと思われ，次の項目で見るような個々の規制により企業の健全性を実現しよう
としている状況にある。会社法の主な目的は，出資者である株主の保護と外部の会
社債権者の保護を中心としていると見るのが一般的な見解であるが，とりわけ規模
の大きい会社ではその活動は社会的に幅広い関係者に影響を及ぼし，株主と会社債
権者以外の利害関係者のことも，また株主の中に市民・投資家を含めて，広く視野
に入れる必要があることはいうまでもない。その点をどのように会社法の中で生か
し，解釈等に含めていくのかは大きな問題である。
　３．現在の会社法を巡る議論──企業活動の健全性を目指して
　そこで，前述したわが国の商法・会社法を巡る従来の議論においては，企業活動
の健全性・公正性を確保する中で企業の社会的責任をできるだけ実現していくとい
う見解が多く見られたことから，現在の会社法においても必ずしも明らかに位置付
けられているわけではないが，おそらく引き続きそうした方向に向かっているもの
と思われる。具体的には，①監査制度の充実，②株主権の強化，③情報開示の充実
といった３つの点を中心に，企業の活動の適正性が図られていると理解される６）。
CSR の観点もそうした規制等における解釈論において生かされていかなければな
らない。これまでも昭和50年代の高度経済成長期における公害問題や原子力発電所
の安全問題のほか，平成以降のバブル経済崩壊以降における金融機関の不祥事，建
－ 21 －
設会社の地震強度の偽装，牛肉等のブランド産地の偽装，大手企業の価格の談合と
いった問題など，日本の経済社会にも多くの問題が生じてきた。こうした問題につ
いては先に述べた会社法以外の法領域による対応も重要であり，多角的な検討が必
要である。
　ここではそのうち，会社法における経営チェック・システムを主に検討する。会
社法において第１の監査制度の充実については，経営に対するチェック役として監
査役の独立性や，任期，調査権限等が徐々に強化され，大規模公開会社ではその半
数以上が社外役員からなる監査役会の設置が義務付けられている（381条以下等）。監
査役会については種々の改革の提案がなされている７）。ほかにもアメリカ型の委員
会設置会社では，社外取締役が過半数からなる３つの指名委員会・監査委員会・報
酬委員会が経営に対するチェック機能を担う（400条以下等）。こうした監査におい
てはコンプライアンス，内部の管理体制などがチェックされる。最近はたとえ会社
法上強制されていない場合であっても，多くの大企業において社会的アピールを目
的として，積極的に社外役員を設ける会社が増えている。ここでは多くの利害関係
者の利益を含む広く社会的見地から，企業活動をチェックする「社外役員」の役割
が注目される。
　次いで，第２の株主権の強化については，企業不祥事への対応として会社法にお
いては種々の株主の経営に対する監督是正のための権利が整備され，度重なる改正
により強化されてきた。そのような株主権には，株主総会における株主提案権，質
問権，議決権の行使等があり（295条以下等），さらに株主総会以外にも，裁判を通
じた経営者に対する違法行為の差止めを求める請求訴訟，経営者への株主代表訴訟
等の権利行使が挙げられる。これらの主に株主権を通じたコントロール機能は必ず
しも十分な企業へのチェックを果たしているとは言えない側面もあるが，現実に市
民運動（各種オンブズマン，NPO を含む）や従業員株主などがそのような種々の株
主権を行使する事例が徐々に増えてきており，経営者に対して注意義務違反により
会社への巨額の損害賠償命令を出す判決も見られる。リスク管理体制に問題があっ
たとして数十億から800億円まで巨額の賠償命令を出したいくつかの判決がある
（もっとも，その後低い賠償額で和解に至るケースが多い）。平成20年10月には，最高
裁判所において株主代表訴訟（会社法847条の責任追及等の訴え）により元の経営陣
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に対し，不正な利益供与があったとして約600億円の賠償命令が確定し，社会的に
波紋を広げている（蛇の目事件）。
　また，企業の情報開示（ディスクロージャー）と説明責任（アカウンタビリティ）の
側面でも，特に大会社については数多くの情報開示とともに公認会計士のチェック
を義務付け，企業へのチェック機能は強化されてきている。そのことにより，真実
で幅広い企業情報の公開が会社法により強制されるようになり，CSR の一環とも
言えるようになってきている。公開される情報の範囲も決算のみならず，社外役員
の活動状況や利害関係者との間の取引状況など経営者のチェックに有用な情報にも
広がってきているところである。その一方で，企業実務においてはどこまで情報を
公開すべきか，様々な点において戸惑いも見られる。
三　最近の主な企業の不正事件
　わが国においても世界各国の状況と同様に，企業の不祥事ないし法令違反事件も
以前から少しずつ続き，前述したような過去の事件も含めてしばしば大きな社会問
題化している。そこで，近年特に会社法上の規律を強化し，コンプライアンス（法
令遵守）を重視した経営の必要性が指摘されているところであり，最近の事件に目
を移してゆきたい。以下，簡単にそれらの事件の概要と問題点を検討する。
　まず第１に，大手の鉄道会社（西武鉄道・コクド）の事件では，長期間にわたる
株主名義の偽装等の情報操作やインサイダー取引等が行われていたことが発覚し，
有罪判決が出ている。第２に，大手の化粧品会社（カネボウ）の事件では，虚偽の
売り上げ計上等の粉飾決算が問題になり，元経営陣にやはり有罪判決が出されてい
る。第３に，急成長した大手のベンチャー企業（ライブドア）の事件では，利益の
仮装による粉飾決算・株価操作等が行われていたとして有罪判決が出され，多数の
訴訟が継続中である。ほかにも，金融業界（保険，銀行，証券会社，貸金業者等）に
おいても金融庁による行政処分事例が相次いで起きており，大手のメーカーでも安
全基準の問題や食品業界においても賞味期限や産地の偽装問題等様々な不祥事が発
覚している。
　そのうち，敵対的企業買収（M&A）の事件にいては，後で見るように適正な規
律の必要性が指摘され，法的規律が模索されているところである。なお，これは決
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して日本だけの問題ではなく，日本が主に参考にしている経済先進国のアメリカに
おいても，エンロン事件，ワールドコム事件等の企業不祥事・不正による企業改革
法（サーベンス・オクスリー法，いわゆる SOX 法，2002年制定）等があり，日本の会
社法制に大きな影響を及ぼしている（後述する内部統制制度等）。
四　コーポレート・ガバナンス（企業統治）と新しい会社法
　１．最近の主な会社法改正の経緯と新しい会社法
　⑴　最近の改正
　新しい会社法ができる以前から，わが国では多くの商法の改正が積み重ねられて
きた。それらの改正は，日本の企業の行動に大きな影響を与えている。主な最近の
改正だけ取り上げても，例えば，平成９年には自社株を用いた報酬制度であるスト
ック・オプションの導入，合併規制（M&A ルール）の緩和による組織再編の活性
化があった。平成11年には持ち株会社を作りやすくするための株式交換・株式移転
制度が導入された。平成12年には効率性を高めるための会社分割制度が導入された。
平成13年には，３回にわたる大幅な見直しがなされ，自己株式取得規制の緩和，役
員の責任緩和のための規定導入等がなされた。平成14年には，社外取締役によるチ
ェックを重視した委員会等設置会社（いわゆる米国型の企業統治機構）という経営形
態が選択的に導入された。
　これらの改正は緊急的になされた立法も多い。平成に入って以降のいわゆるバブ
ルの崩壊による景気悪化以降，商法・会社法の改正による景気対策的な意味合いが
強く，中長期的な観点から見た企業の健全性の確保とのバランスという意味ではか
なり懸念される点もある８）。
　⑵　平成17年の新しい会社法制定の背景
　そして平成17年に制定された新しい会社法は法律内容の「現代語化と現代化」を
図り，独立した単行法規になっている。この中には種々の実質改正が含まれており，
規制「緩和」の集大成とも言われることがある。ただし，規制を強化するような側
面もあり，特に情報開示（ディスクロージャー）の面とそれを支える会計士等の責
任を強化した面もある。また，ほぼ同時に，金融商品取引法上の規制（証券市場ル
ール）が改正され，その内容及び金融庁等による運用は強化されている。
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　その中で，会社法と金融商品取引法は企業法制の車の両輪として強く意識され，
公開会社ないし上場会社法の構想・制定も検討課題に上る状況になっている９）。会
社法は，会社の設立，運営機関，資金調達，組織再編，解散・清算までを定め，そ
の規制内容については，①企業の運営機関であるガバナンス，②株式等の資金調達
面であるファイナンス，③合併等の組織再編に関するリオーガニゼーションに大別
されることもある。他方，金融商品取引法は証券市場の公正を確保するためのルー
ルであり，証券取引所，株式の発行・流通時の情報開示規制等を規定し，インサイ
ダー取引や相場操縦といった不正の禁止も定めている10）。
　２．新しい会社法の個別の論点
　このように新しい会社法が施行されているが，ここでは特にコーポレート・ガバ
ナンスないし社会的責任論と関連するような主な重要ポイントを少し紹介した後に，
いくつかの制度を重点的に検討したいと思う。
　第１に，大会社に内部統制システムの整備を義務付け，企業のコンプライアンス
の確保を強化している（348条３項４号等）。第２に，小規模向けの有限会社を株式
会社に統合して，中小会社にも決算公告を強制している（440条）。第３に，会計参
与制度の創設がある（333条）。そこでは税理士等が中小企業の決算書の共同作成を
担当することにより，決算書の信頼性を高めている。第４に，役員等の責任規定の
見直しがある。原則，過失責任化，株主代表訴訟制度の改正等が行われている（423
条等）。第５に，公認会計士による監査ができる会社の範囲を大会社以外にも拡大
するとともに，不正発見の義務を負わせるなどの措置により監査の範囲を強化して
いる。この改正により，企業活動への監視はかなり高まるものと見られる。
　他方，これらは規制強化の側面に関するものであるが，他にも種々の改正が行わ
れ，企業に一定の自由を許容する規制緩和的な措置も多く採用されている。特に企
業の活動資金を確保し，財務の健全性に寄与する最低資本金制度や中小企業向けの
企業形態であった有限会社制度の廃止，メールによる取締役会決議の解禁，株主総
会開催地の制限緩和等による企業活動の規制緩和が注目される。また，全般に「定
款自治の範囲」が拡大している。
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　３．株式会社におけるガバナンス（運営機関）構造の変化
　日本の従来商法・会社法の基本形は，①出資者の株主からなる株主総会，②経営
を担う取締役会・代表取締役，③経営をチェックする監査役であった。ここでは所
有と経営の分離・監督が行われ，大会社では，会計監査人（公認会計士・監査法人）
や社外監査役等も必要になっていた。
　これに対し，新しい会社法の基本形は，①株主総会・②取締役のみ（小規模会社
対応）になり，公開会社・大会社には追加的な機関として取締役会や会計監査人が
必要とされ，その他に会計参与等の選択的な追加を許容（任意設置）している。他方，
大会社等では社外役員の設置が求められる。制度設計の基本的なベースが小規模会
社になったところに，重要な変化が見られる。その背景のひとつは，大会社を前提
とする理念型から現実・実態への対応が進められた結果にあるものと思われる。し
たがって，現在の日本の会社法では中小企業から大企業までの企業の成長に応じた
柔軟な法規制となっているが，その半面で，前述したような規制緩和の行き過ぎが
懸念されてもいる11）。
　４．企業規律・情報開示（ディスクロージャー）とガバナンスの強化
　⑴　内部統制（internal control）システムの整備によるガバナンスの強化
　近時大きく刷新された会社法と金融商品取引法では，企業に内部統制の整備を強
く求めている。会社法上の内部統制の強化において，特にコンプライアンス（法令
遵守）の確保を中心にしている（会社法348条３項４号等）12）。こうした内部統制に
関するわが国の代表的な事例としては，第１に，大手銀行の海外支店（大和銀行ニ
ューヨーク支店）に関する事件では，帳簿外における不正な無断での金融取引によ
る巨額損失への監視体制の問題になった。第２に，大手飲料メーカー（ヤクルト）
の巨額損失事件では，元副社長のデリバティブ取引による巨額損失への監視体制の
不備が問題になった。
　新しい金融商品取引法では，財務内容の情報開示の正確さを確保するための内部
統制の整備を強く要請している。具体的には４つの目的（すなわち，業務の有効性・
効率性，法令等の遵守，財務報告の信頼性，資産の保全）の達成のため，６つの基本
的要素（すなわち，統制環境，リスク評価，統制活動，モニタリング，情報と伝達，IT
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への対応）を備えることが求められる。企業活動の総まとめである決算書の適正性
により健全性を確保しようというのがその目的であり，外部の公認会計士による内
部統制監査，社外役員である弁護士，企業内部の監査役によるチェックも重要であ
る。
　⑵　社外役員や会計の側面のチェック
　そのほか，新しい会社法は経営チェックを強化するための種々の制度を設けてい
る。社外取締役・社外監査役は実質的な活動を開示することが求められ，事業報告
上の情報開示においてその出席数，発言等が明らかになってきている。こうした措
置によって社外役員の役割と透明性が従来よりは徐々に活性化し，弁護士の活用も
進みつつある。
　他方，主に会計の側面からの企業チェックも，企業の活動を監視するための重要
な手段である。日本の会社法では従来から大規模な会社等について，会計監査人の
会計チェックを義務づけている（会社法396条以下等）。その目的は第１に，情報開
示の適正性を確保することにある。また，その目的のみならず，第２に，企業にと
っての潜在的な訴訟リスクへの備えにもなる。すなわち，早期の不正発見により企
業活動をサポートするものという見方もできる。
　５．企業買収（M&A）の増加と企業価値や利害関係者の利益
　⑴　日本での企業買収の増加と企業に対するチェック・システム
　日本でもここ数年企業買収，特に経営者と対立する敵対的と言われる企業買収が
増え，企業に対するチェック・システムの一環を担うようになっている。企業買収
については，経営者側が防衛策ないし対抗措置を採るケースも一定程度見られると
ころである。しかし，会社法上株主全体の利益や会社全体の価値を重視すべき経営
者が，自己保身のための防衛策を採用・発動することは認められていない（判例法
上のいわゆる主要目的ルール）。買収者への防衛というレベルにおいては，特に経営
判断（ビジネス・ジャッジメント）として尊重される点には限界があり，経営者の利
益と企業価値の向上の利益の間には利益相反的な関係が生じやすくなる。
　⑵　企業買収と企業価値の検討
　企業買収においては企業価値への影響から良い買収と悪い買収とがあることが指
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摘され，買収には買収者と経営者の関係によって友好的買収と敵対的買収という分
け方もあるという理解が一般になされるようになっている。経営チェックや効率性
の向上という観点から，企業買収について国家経済への影響からの検討も欠かせな
い。そのため，はたして「企業価値」の維持のための防衛は認められるか，そこで
いう「企業価値」とは何を意味するのかという点が主要な検討課題になる。わが国
において許容される防衛策の内容は，どのようなものかという点については判例や
学説等により多角的に検討が進んでいるところである13）。
　少し前になるが，平成17年に大手のベンチャー企業（ライブドア）の立会外取引
という特殊な方法による大手放送会社（ニッポン放送）株の大量取得と，防衛策と
しての新株予約権の発行は違法かどうかが裁判所で争われ，社会的に大きく注目さ
れた。この事件の高等裁判所の決定では，ターゲットになった企業の防衛策を経営
支配権の維持・確保が主要な目的であるとして，否定するとともに例外として防衛
策が正当化されうる４つの類型を例示的に提示した。そうした例外としては，企業
価値を毀損するような例が挙げられている。
　他にも，多くの敵対的買収事件（例として，ニレコ事件，夢真対日本技術開発事件，
村上ファンド対阪神，楽天対TBS 等）において，買収防衛策を巡る事件・裁判がし
ばしば生じている状況にある。そこでは，まず防衛策としてどのような方法が可能
になるのかという点が問題になっている。すなわち，多様な「種類株式」や新株予
約権（ライツ・プランないしいわゆるポイズン・ピル）を活用すべきかどうかが検討
されている。そして，防衛策の発動に当たっては，会社経営陣から「中立の」第三
者委員会の判断も重視される傾向にある。そうした状況下，企業防衛の観点からの
企業間の持ち合いの復活も一部で見られるが，株式の持合には賛否両論がある。
　この点，経済産業省と法務省が共同で作成した「企業買収の防衛策に関する指針
（ガイドライン）」がいわゆるソフト・ローとして著名である。その指針では防衛が
許されるものとして，企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則とともに，事
前開示・株主意思の原則，必要性・相当性の原則といった３つの原則を提示してお
り，平成19年夏にはブルドックソース事件の最高裁判所においてこの指針に沿った
と見られる決定も出されている14）。買収防衛策については，証券取引所の規則等の
動向も重要であり，会社法では事業報告における基本方針等の情報開示ルールも設
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けられている。
　なお，次に見る金融商品取引法上の公開買付け（TOB）ルールと大量保有報告書
（５％ルール）の強化などの改正により，大量の株取引の透明性の向上も図られてい
る。また，経営者が投資ファンドと協力した上場株式の非公開化（市場からの脱出）
であるMBO（Management Buy Out）も多く見られるようになっている（すかいらー
く，ワールド等の会社の例）。これは経営の効率性を図り，買収リスクを回避しよう
とするものと見られるが，経営者等による株主（一般投資家）からの株式の買取価
格については利益相反の問題もある。この買取価格を巡って株主から裁判も提起さ
れ，判例の見解が次々と明らかになってきている。
　⑶　企業買収と利害関係者の利益のバランス
　企業買収と利害関係者の利益のバランスについて，企業買収の防衛策の適法性を
判断する前提として，株式会社は，従業員，取引先など多種多様な利害関係人（ス
テークホルダー）との不可分な関係を視野に入れた上で企業価値を高めていくべき
とする見解も唱えられている15）。この見解はアメリカにおいて蓄積された判例法理
（いわゆるユノカル基準等）を参考にする。企業買収という企業が重大局面に直面し
た際に株主の利益だけでなく，企業を取り巻く様々なステークホルダーの利益を重
視するものとして注目される。
五　コーポレート・ガバナンスの向上と金融商品取引法の整備
　１．平成18年「金融商品取引法（いわゆる投資サービス法）」の制定
　前述したように，日本では金融商品取引法が平成18年に証券取引法を改正する形
で制定され，翌年に施行された。その後，種々の改正が繰り返しなされ，その中で
企業へのチェック・システムがかなり強化されるようになっている。具体的には次
のような点が挙げられる。
　２．企業情報の開示（ディスクロージャー）の強化
　企業情報の開示の面では，金融商品取引法において財務報告に関する「内部統制
報告書」制度が設けられるようになっており，決算書等についてその作成の前提と
なる内部統制システムの整備を求め，外部の公認会計士の調査と意見表明が強制さ
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れている（24条の４の４等）。また，会社の代表者の「確認書」の提出も強制し，決
算書の信頼性を高めている。これらはアメリカの証券市場改革の影響が強いが，よ
り工夫を加えており，異なる点もある。さらに，自主規制機関である証券取引所に
よるチェックとしては上場規則に基づく「企業統治（コーポレート・ガバナンス）報
告書」があり，社外役員や公認会計士の状況等が詳細に情報公開されるようになっ
ている16）。
　３．企業関係者への罰則の強化・監督体制の強化
　不正な会計操作やインサイダー取引等といった企業関係の罰則も著しく強化され，
刑事罰等がおよそ２倍になっており，抑止効果も徐々に上がってきている（197条
等）。そして，現実に金融庁や証券取引等監視委員会による行政による監督体制も
強まり，摘発例も随時公表されるなどその積極的な活動には注目が集まっている。
なお，金融商品取引法の関連法規として，公認会計士法も重要になってきている。
そこでは，公認会計士と監査法人の監査対象企業からの独立性要件や一定の年度で
の交代制（ローテーション制度）が強化されている。それとともに，自主規制機関
として日本公認会計士協会によるチェックとペナルティーの発動等も重要を増して
おり，最近ペナルティーの発動例が増え，実効性が高まりつつある。
六　終わりに──企業の社会的責任・倫理とチェック・システム
　わが国の企業における社会的責任を巡る状況については，その規模によって様々
なため一概に「企業の責任」を論じることは難しい側面がある。とはいえ，企業が
社会的存在である以上，国民を含めて，多様な利害関係者を大切にする企業の社会
的責任と企業倫理の確保による企業活動の健全性とコンプライアンスが，企業自身
と国民経済社会にとってきわめて重要であることは当然であり，会社法制の中でも
その規制上の趣旨としては優先順位が高いものと言いうる17）。特に前に述べた，①
監査制度の充実，② 株主権の強化，③ 情報開示の充実といった主に３つの点は今
後も企業の健全性や公正性を確保するために，きわめて重要になってくると思われ
る。先に見たように，新しい会社法によるコーポレート・ガバナンスの仕組みにつ
いては大きなパラダイムの転換があり，全体として情報開示，ディスクロージャー
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を重視し，連邦証券取引委員会（SEC）を中心とした証券市場の公正にウェイトを
置くアメリカ型のルールへの傾斜も大きくなっているが，情報開示だけではなく，
市民型企業社会の実現のためにバランスの取れた規制が求められる。
　いずれにしても，法的な対応としては，企業による経済活動の活性化の要請と相
次ぐ企業への不祥事への対応のバランスが重要である。コーポレート・ガバナンス
に対するトータルなチェック・システムの充実の必要性が大きくなる。それと同時
に，種々の多くの大企業が参加する経済団体も必ずしも法的な拘束力はないものの，
自発的に社会的責任を推進する活動を積極的に行っているのは望ましい傾向である
と思われる。企業の自発的な対応という角度からは，市民の目線から強く求めるい
わゆるヨーロッパ型の社会的責任論も大切であり，日本も学ぶべき点がある18）。企
業活動においては市民社会の一員であり，利益だけではなく倫理観を大切にし，国
民的な貢献も強く重視されるべきである。
　現実の大規模な会社へのチェック・システムの担い手としては，行政（金融庁，
証券取引等監視委員会等），市場システムを支える証券取引所・証券会社，職業専門
家（監査法人・公認会計士，税理士，弁護士等）が重要である。他方，大企業のみな
らず中小規模の会社においても，社会的責任や企業倫理への意識の向上も無視でき
ない課題であり，会計の透明性等がより一層求められていくであろう。
　いずれにしても，日本において現在企業の社会的責任や倫理的責任は注目を集め，
企業自身による自発的努力と法的な責任との融合が進みつつある状況にある。抽象
的な議論のみならず，具体的な実効性上がるような方向での今後の展開を注目して
いきたい。
１）本稿は，2008年11月19日に韓国で行われた，Ethics Academy 主催の「CSR に関する2008
年国際会議」での講演内容を契機として，さらに研究を深めたものである。そして，参考と
なりうる文献やその後の学説や実務の状況を大幅に加筆修正し，本文も改めたため実質的に
はその続編ないし補遺になっている。なお，2006年には専修大学の社会人向け講座において
コーポレート・ガバナンスと会社法の改正問題を講演した内容も，部分的に本稿の元にもな
っている。
２）例えば最近の論文集としては，奥島孝康「サステナビリティと会社法序説」奥島孝康監修・
著『企業の統治と社会的責任』４頁（社団法人金融財政事情研究会，2007年），同志社大学
日本会社法制研究センター『日本会社法制への提言』（商事法務，2008年）等がある。
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３）企業の社会的責任はしばしばコーポレート・ガバナンスとともに検討されることが多い。
例えば，前掲・奥島孝康監修・著『企業の統治と社会的責任』106頁以下等。
４）中村一彦『企業の社会的責任と会社法』１頁（信山社，1997年）。
５）石山卓磨『現代会社法講義〔第２版〕』６頁（成文堂，2009年）。そこでは，英国会社法上，
会社の取締役が株主全体の利益のほか，従業員や顧客，地域共同体や環境にも配慮する義務
が課されていることが紹介されている。なお，中村・前掲注４）は，企業の社会的責任につ
いて一般規定の新設及び個別的規定による規制によるべきとされている。
６）新山雄三『株式会社法の立法と解釈』96頁（日本評論社，1993年）。そして，同「監査役（会）
制度の過去・現在・そして未来──コーポレート・ガバナンスにおける監査役（会）制度の
意義 」月刊監査役556号・558号（2009年）では，監査役（会）へのステークホルダー参
加の可能性等を指摘されている。また，そうした考え方の背景として，同『ドイツ監査役会
制度の生成と意義』（商事法務研究会，1999年）も参照。
７）企業の社会的責任論と監査役制度の検討については，前掲注２）同志社大学日本会社法制
研究センター『日本会社法制への提言』591頁以下がある。
８）こうした改正の問題点の検討としては，稲葉威雄 = 尾崎安央『改正史から読み解く会社法
の論点』（中央経済社，2008年）掲載の各論文を参照して頂きたい。
９）多くの文献があるが，例えば，上村達男 = 神田秀樹 = 犬飼重仁『金融サービス市場法制の
グランドデザイン』148頁以下（東洋経済新報社，2007年），上村達男『会社法改革』83頁以
下（岩波書店，2002年）を参照。
10）以前の証券取引法・新しい金融商品取引法の目的は，公正な価格形成の維持を通じた証券
市場の機能の確保にあるとするものとして，上村達男「証券取引法の目的と体系」企業会計
53巻４号135頁（2001年）を参照。金融商品取引法の全体像を検討する最近の文献としては，
芳賀良「金融商品取引法の現状と課題」法律のひろば2009年９月号４頁以下を参照。
11）例えば，森淳二朗 = 上村達男『会社法における主要論点の評価』（中央経済社，2006年）
や稲葉威雄『会社法の基本を問う』（中央経済社，2006年）
12）内部統制の会社法と金融商品取引法の異同については，河本一郎 = 大武泰南『金融商品取
引法読本』82頁以下（有斐閣，2008年）を参照。そこでは同質説と異質説が紹介され，検討
されている。
13）関連する判例を検討したものとして，野村修也 = 中東正文『M&A 判例の分析と展開』（経
済法令研究会，2007年）。
14）この判決とわが国における企業買収防衛に関しては，多くの議論がある。例えば，黒田清
彦「会社法と企業買収防衛」日本産業経済学会『日本産業経済学会産業経済研究』第９号35
周年記念研究論集１頁以下（2009年）を参照。
15）徳本穣「地裁・高裁の法的判断を検証する──ニッポン放送新株予約権仮処分決定」ビジ
ネス法務2005年６月号13頁。同『敵対的企業買収の法理論』（九州大学出版会，2000年）。
16）近藤光男 = 吉原和志 = 黒沼悦郎『金融商品取引法入門』267頁（商事法務，2009年）参照。
17）上村達男『株式会社はどこへ行くのか』249頁以下（日本経済新聞社，2007年）では，人
間中心の企業社会の構築への種々の課題が取り上げられている。
18）世界各国の CSR の特徴については，例えば，岡本享二『CSR 入門──「企業の社会的責任」
とは何か』80頁以下（日本経済新聞社，2004年）を参照。
